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山形県内の事業所における「トータル・ヘルス・

プロモーション・プラン（THP）」の実施状況

柳田 昌彦

目的　山形県内の労働者の健康状況は，平成6年度の定期健康診断結果によると，有所見率が40.3％と全国

平均よりも6％ほど高く，事業所規模別にみると，従業者規模が小さいほど有所見率が高くなっている。

　労働省は昭和63年より，すべての労働者を対象として，心とからだの両面からトータルな健康づくりを進

める「トータル・ヘルス・プロモーション・プラン（THP）」という施策を推進しているが，このTHPに

基づく健康づくり活動に関しての具体的な実施状況調査は，現在までのところ行われていない。

　そこで，本研究では，山形県内の事業所を対象としてTHPの実施状況について調査し，その結果を事業

所規模別に比較・検討した。

方法　調査対象は，山形県内の事業所220社で，THPの実施状況に関する調査票を各事業所に郵送し，回収

された150社分について解析した。調査項目は，健康測定の実施状況，産業医による健康指導票の作成状況，

健康指導の実施状況，健康づくり専門スタッフの配置状況，運動施設の設置状況などで，各項目に対する回

答率を事業所規模別に比較・検討した。

成績　健康測定では，「生活状況調査」，「呼吸機能検査」，「運動機能検査」の実施率が低く，特に，「運動機

能検査」においては，中小規模事業所でほとんど実施されていなかった。産業医による健康指導票の作成状

況については，いずれの規模の事業所においても2～3割程度の実施率であった。健康指導では，「保健指

導」の実施率が最も高く（56.0％），次いで，「栄養指導」（21.3％），「心理相談」（16.0％），「運動指導」

（5.3％）の順であった。「運動指導」においては，中小規模事業所でほとんど実施されていなかった。「ヘル

スケア・トレーナー」，「ヘルスケア・リーダー」，「心理相談員」，「産業栄養指導者」などの健康づくり専門

スタッフの配置や，運動施設の設置においても，中小規模事業所ではほとんど整備されていなかった。

結論　山形県内の中小規模事業所では，THPに基づく健康づくり体制がほとんど整備されていないことが

明らかになった。今後，中小規模事業所の事業者は，健康測定や健康指導を十分な体制で実施することがで

きるように，施設・設備や専門スタッフの整備・確保に積極的に取り組んでいくことが重要課題であると考

えられる。
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